
（１）医療費の見通し

○医療費の推計
・５歳ごとの年齢階級別の被保険者数の推計に、各年齢階級別の１人当
たり医療費の推計を乗じて算出しています。

・医療費総額 （ Ｈ27→Ｈ32 ＋2.7％ , Ｈ32→Ｈ37 ▲1.6％ ）
・被保険者数 （ Ｈ27→Ｈ32 ▲7.4％ , Ｈ32→Ｈ37 ▲9.6％ ）
・被保険者１人当たり医療費 （ Ｈ27→Ｈ32 ＋10.9％ ,

Ｈ32→Ｈ37 ＋8.8％ ）

（２）財政収支の改善に係る基本的な考え方
○会計年度単位ごとで、国保財政の収支の均衡を図ります。
●「赤字市町村」,「赤字額」などの考え方を整理し、記載する。

（３）財政安定化基金
○給付増や保険料収納不足により財源不足となった場合のために、基金を
設置し、貸付・交付を行います。

○平成35年度までの特例措置として、新制度移行に伴う激変の緩和に活用
します。

第１章 医療に要する費用及び財政の見通し

（１）保険料の標準的な算定方法
○市町村ごとの保険料比較ができるように、市町村標準保険料率を算定・公表します。

●医療分、後期高齢者支援金分、介護納付金分の算定方式、標準的な収納率、
賦課限度額など、検討結果を記載する。

（２）納付金の算定方法

●医療費水準の反映、配分方式等については、検討結果を記載する。

（３）激変緩和の実施

○新制度移行に伴い、各市町村の被保険者の１人当たりの納付金額が著しく増加すること
のないよう、激変緩和措置を行います。

○上記措置による他市町村の納付金の負担増加を抑制するため、特例基金を活用します。

第２章 市町村における保険料(税)の標準的な算定方法に関する事項
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岐 阜 県 国 民 健 康 保 険 運 営 方 針 （ 素 案 ） の 概 要

（１）策定の目的
国民健康保険の安定的な財政運営と効率的な事業運営の確保に向けて
県と市町村が共通認識の下で取り組むための統一的な方針とします。

（２）策定の根拠
国民健康保険法第82条の２に基づき、知事が定めます。

（３）対象期間
平成30年４月１日から平成33年３月31日までの３年間とします。

はじめに

第３章 市町村における保険料(税)の徴収の適正な実施に関する事項

（１）レセプト点検の充実強化 ＜取組例＞ レセプト点検員の知識の向上

（２）療養費の支給の適正化

○柔道、はり・きゅう、あんま、海外療養費の支給の適正化
＜取組例＞ 被保険者の各療養費に関する知識の普及

（３）第三者求償の取組強化 ＜取組例＞ ・被保険者への被害届出の周知

・第三者行為の発見機会の拡大

（４）広域的な県の取組
○県単位等の大規模な不正請求事案等における効率的、効果的な事務処
理の仕組みについて検討します。

（５）高額療養費の多数回該当の取扱い
○県内市町村間で住所異動があった場合において「世帯の継続性」が認
められる場合は、高額療養費の該当回数を通算します。

第４章 市町村における保険給付の適正な実施に関する事項

１ 医療費適正化の取組
（１）特定健康診査・特定保健指導

の実施率の向上

（２）後発医薬品の使用促進

（３）適正受診の促進

（４）医療費通知の充実

（５）データヘルス計画の推進

（６）糖尿病等の重症化予防の取組の
推進

２ 岐阜県医療費適正化計画の取組の推進

第５章 医療費の適正化の取組に関する事項

○市町村が単独で行うよりも共同実施することにより、効率化が可能と
なる事務事業を検討します。
＜検討事項＞ 被保険者証の交付方法の統一 など

第６章 市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進に関する事項

○保険者の立場から、医療・保健・介護分野の各施策との連携を図りま
す。
＜取組例＞ ・地域包括ケアの推進

・国保データベースシステムの活用 など

第７章 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携に関する事項

○国民健康保険事業の推進にあたり、市町村等との協議の場を設け、よ
り一層の連携を図ります。
＜取組例＞ 岐阜県国民健康保険運営連携会議（仮称）

第８章 施策の実施のために必要な関係市町村相互間の連絡調整等に関する事項

被保険者数（人）と１人当たり医療費（円）医療費総額（億円）
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＜ 市町村ごとの納付金の額 ＞
＝ （ 岐阜県での必要総額 ）
× { １ ＋ α ×（年齢調整後の医療費指数 － １）} ・・・①
× { β ×（応能のシェア）＋（応益のシェア）} ／（１＋β）
× γ (合計を合わせるための係数)

※後期高齢者支援金分と介護納付金分は、①を使用しない。

(２）収納対策
＜取組例＞・納付環境の整備

・収納率向上対策アドバイザーの活用

○徴収事務を適正に実施するため、市町村を支援します。
＜取組例＞・収納率向上対策検討会の開催（県）

・市町村に対する財政支援（県）

○収納率が低く、収納不足が生じている市町村は、その要因
分析を行い、対策を県に報告することとします。
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保険料収納率の推移（％）

岐阜県 全 国

（１）収納目標の設定
●県全体目標の設定の必要性を検討し、記載する。

○各市町村の収納率目標を設定・
公表します。

国民健康保険事業費納付金と市町村標準保険料率の算定イメージ
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